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○公 告 

次のとおり一般競争入札に付する。 

令和元年11月７日 

愛媛県東予地方局長 馬越 史朗  

 

１ 入札に付する事項 

（１） 業務名 

海保楠（元委）第201号 楠河西地区 公共嘱託登記委託業務 

（２） 業務箇所 

愛媛県西条市河原津 

（３） 業務概要 

調査業務 一式、嘱託手続業務 １筆 

（４） 業務期間 

業務委託契約の成立の日の翌日から令和２年１月24日まで 

（５） 予定価格 

３１１，３００円（２８３，０００円（消費税及び地方消費税を除く。）） 

 

２ 入札に参加する者に必要な資格 

愛媛県知事の審査を受け、平成29・30・31年度の製造の請負等に係る一般競争入札

に参加する資格を有すると認められた者のうち、次に掲げる要件をすべて満たす者で

あること。 

（１） 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者

であること。 

（２） 入札をする日（郵便入札の場合は、その郵便物の通信日付印により表示された

日）から落札者の決定の日までの間に、知事が行う入札参加資格停止の期間がな

い者であること。 

（３） 次のいずれかに該当し、２名以上の土地家屋調査士を擁する者であること。 

ア 愛媛県土地家屋調査士会の会員である土地家屋調査士法人で、この公告の公告

日の前日から過去２年間に、土地家屋調査士法（昭和25年法律第228号）に基づ

く処分を受けていない者であること。  

イ 愛媛県土地家屋調査士会の会員である土地家屋調査士又は土地家屋調査士法

人を構成員とする共同事業体で、構成員がこの公告の公告日の前日から過去２年

間に、土地家屋調査士法（昭和25年法律第228号）に基づく処分を受けていない

者であること。（構成員に土地家屋調査士法人が含まれる場合には、当該法人に

在籍する土地家屋調査士の人数を構成員数とし計上することができるものとす

る。） 
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ただし、単独で入札に参加する土地家屋調査士法人が同時に共同事業体の構成

員として入札に参加すること及び土地家屋調査士又は土地家屋調査士法人が同

時に複数の共同事業体の構成員となり入札に参加することはできない。 

ウ 愛媛県内に事務所を有する公共嘱託登記土地家屋調査士協会であること。 

（４） 民事再生法（平成11年法律第225号）の規定による再生手続開始の申立て又は

会社更生法（平成14年法律第154号）の規定による更生手続開始の申立てがなさ

れていないこと（民事再生法の規定による再生計画認可又は会社更生法の規定に

よる更生計画認可の決定を受けている者を除く。）。 

（５） 入札に参加しようとする者の間に、資本関係又は人的関係がない者であること

（ 共同事業体の場合は、入札に参加しようとする他の共同事業体の構成員との

間に、資本関係又は人的関係がない者であること。）。 

（６） 不動産登記法（平成16年６月18日法律第123号）の規定による、官庁又は公署

の嘱託登記に関する業務について、この公告の公告日の前日から過去３年間に、

２回以上、誠実に履行を完了した実績（共同事業体の構成員としての実績及び公

共嘱託登記土地家屋調査士協会の復代理人としての実績を含む。）を有している

こと。 

 

３ 入札参加資格の確認 

（１） この入札に参加を希望する者は、上記２（３）～（６）に掲げる入札参加資格

を証明できる書類として、「入札参加資格確認資料」（以下「確認資料」という。）

を入札書と併せて提出し、事前確認を受けなければならない。 

（２） （１）の書類の提出方法 

  ア 提出期限 

    ５（１）「入札書の提出期限」に同じ 

イ 提出方法 

    ８（５）に掲げる場所へ、入札書と併せて郵送（日本郵便の一般書留郵便又は

簡易書留郵便に限る。以下同じ。）又は持参により提出すること。 

  ウ 提出された（１）の書類は、返却しない。 

（３） 事前確認において、入札参加資格がないと認められた者については、入札書を

無効とし、開札しない。 

 

４ 入札説明書の交付等 

（１） 交付期間 

    令和元年11月７日（木）から令和元年11月22日（金）までの受付時間中（休日

（愛媛県の休日を定める条例（平成元年愛媛県条例第３号）第１条に規定する県

の機関の休日をいう。以下同じ。）を除く日の午前８時30分から午後５時15分ま
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でをいう。以下同じ。） 

（２） 交付場所 

    ８（５）に掲げる場所 

（３） 交付書類 

  ア 入札説明書 

  イ 入札書様式 

  ウ 確認資料様式 

  エ 質問書様式 

  オ その他必要と認めるもの 

（４） 設計書等の貸与及び閲覧 

ア 図面、数量計算書及び仕様書については、（１）の期間中に、様式１「設計書

等貸与申請書」を８（５）に掲げる場所に提出した者に対して、貸与し、又は閲

覧に供する。なお、貸与は（１）の期間内において、原則として、３日間限りと

する。また、閲覧についても上記の場所で実施する。 

  イ 前項の３日間は、貸与した日を初日として計算し、休日を含まない。 

  ウ 貸与及び閲覧は、申請の先着順とする。 

  エ 入札に参加を希望する者は、設計書の貸与を受け、又は閲覧したうえで入札し

なければならない。 

（５） 設計図書等について質問がある場合には、質問事項を記載した書面を令和元年

11月15日（金）までの受付時間中に、８（５）に掲げる場所に持参又は郵送によ

り提出すること。なお、質問事項を記載した書面においては、質問者を特定でき

る内容を記載しないこと。 

（６） （５）の質問に対する回答は、令和元年11月18日（月）から令和元年11月22

日（金）まで、愛媛県のホームページにおいて公表する。 

 

５ 入札及び開札 

（１） 入札書の提出期限 

    令和元年11月22日（金）午後５時15分まで 

（２） 事前確認の日時 

    令和元年11月25日（月）午前８時30分 

（３） 開札の日時 

    令和元年11月25日（月）午後１時30分 

（４） 開札の場所 

    愛媛県西条市丹原町池田1611番地 

    愛媛県東予地方局第二庁舎 ２階 入札室 

（５） 入札書の提出方法 
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（１）の期限までに８（５）に掲げる場所へ郵送又は持参により提出すること。 

（６） 入札方法 

ア 入札回数は、１回とする。 

イ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の10パーセントに

相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数

金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費

税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積

もった契約金額の110分の100 に相当する金額を入札書に記載すること。 

（７） その他 

この公告の業務の入札においては、最低制限価格制度を適用する。 

 

６ 落札者の決定方法 

（１） 愛媛県会計規則（昭和 45 年規則第 18 号。以下「規則」という。）第 133 条の

規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で、愛媛県土木部公共嘱託登

記（土地家屋調査士）業務委託最低制限価格制度実施要綱（平成 25 年３月 27 日

制定）第３条第１項の規定に基づく最低制限価格以上の価格をもって有効な入札

を行った者のうちで最低価格をもって入札を行った者を落札者とする。 

（２） （１）の開札の結果、落札者となるべき同価格の入札者が二者以上あるときは、

その者が開札に立ち会っている場合はその者が、立ち会っていない場合は入札事

務に関係しない職員がくじ抽選を行い、落札者を決定するものとする。 

（３） 落札者が決定した場合は、当該落札者に対し書面により落札者決定の通知を行

うものとする。 

    なお、入札結果は、契約締結後、愛媛県ホームページにおいて公表するものと

し、当該公表をもって落札者以外に対する落札者決定の通知に代えるものとする。 

 

７ 入札参加資格を認められなかった者に対する理由の説明 

（１） ３（３）において、入札参加資格を認められなかった者に対しては、書面によ

り通知するものとする。 

（２） 入札参加資格を認められなかった者は、その理由について、地方局長に対して

書面により説明を求めることができる。この場合、令和元年12月４日（水）まで

の受付時間中に当該書面を持参により提出しなければならない。 

（３） （２）の書面を提出した者に対する回答は、令和元年12月18日（水）までに、

書面により行う。 

（４） （２）の書面の提出先は次のとおりとする。 

    ８（５）に掲げる場所 
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８ その他 

（１） 入札保証金及び契約保証金 

ア 入札に際しては、入札金額の100分の５以上の入札保証金を納付しなければな

らない。ただし、３に掲げる事前確認の結果、規則第137条の規定に該当すると

認められた者については、入札保証金の納付を免除する。 

イ 契約に際しては、請負代金額の10分の１以上の契約保証金を納付しなければな

らない。ただし、入札参加資格があると認められ開札を行った結果、落札者とな

った者については、規則第154条の規定に該当すると認め、契約保証金の納付を

免除する。 

（２） 入札の無効等 

入札参加資格を有しない者及び３（１）の書類に虚偽の記載を行った者の提出

した入札書並びに愛媛県建設工事入札者心得（第７及び電子入札に係る規定を除

く。）及び入札に関する条件に違反した者の提出した入札書は、無効とする。 

（３） 契約書作成の要否 

    要 

（４） 落札決定後の入札参加資格の喪失 

落札者の決定後、請負契約の締結までの間において、当該落札者が２に掲げる

要件のいずれかを満たさなくなった場合には、当該請負契約を締結しないことが

ある。 

（５） 契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

愛媛県東予地方局産業経済部農村整備課 

〒７９１－０５０８ 

愛媛県西条市丹原町池田１６１１番地 

電話番号   （０８９８）６８－７３２１（内線２０８） 

ＦＡＸ番号  （０８９８）６８－７４２１ 

電子メール  tou-nousonseibi@pref.ehime.lg.jp 

（６） その他 

詳細は、入札説明書による。 


